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証券コード 4668 
平成24年11月１日 

 
株 主 各 位 
 

東京都新宿区西新宿七丁目20番１号 

株式会社明光ネットワークジャパン 

代表取締役社長 渡 邉 弘 毅 
 

第28回定時株主総会招集ご通知 
 
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。 
 さて、当社第28回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますの
で、ご出席くださいますようご通知申しあげます。 
 なお、当日ご出席願えない場合は、書面により議決権を行使することができま

すので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の

議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成24年11月21日（水

曜日）午後６時までに到着するようご送付いただきたくお願い申しあげます。 

敬 具 
記 

1. 日 時 平成24年11月22日（木曜日）午前10時 

2. 場 所 東京都新宿区西新宿二丁目７番２号 

   ハイアットリージェンシー東京 地下１階「センチュリ

ールーム」 

3. 目 的 事 項  

 報 告 事 項 1. 第28期（平成23年９月１日から平成24年８月31日まで) 

事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査

役会の連結計算書類監査結果報告の件 

  2. 第28期（平成23年９月１日から平成24年８月31日まで) 

計算書類報告の件 

 決 議 事 項  

  第１号議案 定款一部変更の件 

  第２号議案 取締役７名選任の件 

以 上 
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 

◎当日ご出席の際には、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご
提出くださいますようお願い申しあげます。 

◎株主総会参考書類、事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた
場合は、修正後の事項をインターネット上の当社ウェブサイト
(http://www.meikonet.co.jp）に掲載させていただきます。 
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(添付書類) 
 

事 業 報 告 

(平成23年９月１日から
平成24年８月31日まで)

 
1. 企業集団の現況に関する事項 
 
 (1) 事業の経過及びその成果 

当連結会計年度（平成23年９月１日から平成24年８月31日まで）におけ

るわが国経済は、東日本大震災に伴う復興需要の本格化や住宅投資の増加、

エコカー補助金の復活による個人消費の押し上げ等、緩やかな回復基調を

示しました。しかしながら、欧州を中心とした金融不安、新興国経済の減

速等の影響により、企業を取り巻く環境は依然として不透明な状況で推移

いたしました。 

当学習塾業界におきましては、新学習指導要領の施行により公教育の授

業時間が増加するとともに、小学校における英語教育の必修化により、収

益機会は高まりつつあります。その一方、少子化による学齢人口の減少や、

シェアを拡大するための価格競争の激化、シナジー効果をより一層強化す

るための企業間の業務資本提携が活発化しており、事業環境は予断を許さ

ない状況が続いております。 

当社グループはこのような厳しい環境のなか、明確な目標を設定し遂行

するため、平成22年10月に「中期経営計画～MEIKO Change & Challenge～」

(平成23年８月期～平成25年８月期）を策定・公表し、これに基づいて事

業活動を推進いたしました。 

当連結会計年度におきましては、 

(ⅰ) 生徒・保護者の期待に十分に応えるため、教室長・講師を対象に

した研修の強化による授業のクオリティ向上及び更なるホスピタ

リティの徹底 

(ⅱ) 新学習指導要領全面実施に対応するため、生徒一人ひとりを対象

にした緻密な学習計画の立案、オリジナル教材・ノートの活用 

(ⅲ) エリアマネージャー、スーパーバイザー等の中核社員を対象にし

たマネジメント研修の充実 

(ⅳ) 子どもたちの未来をつくる日本一の人材育成チェーンを確立する

ための積極的な事業領域の拡大 

(ⅴ) 危機管理に迅速に対処するための体制強化、行動憲章の徹底によ

るコンプライアンス遵守等、強固なガバナンス体制の構築 

等に取り組んでまいりました。 
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更に、このような取り組みを基本とし、｢明光義塾統一テスト」による

学習習熟度・進捗度のきめ細かいフォローの実施や、新学習指導要領に対

応するための明光義塾中学生指導体系の再構築、新しくリリースしたオリ

ジナル教材を通じての適切な指導方法を推進してまいりました。 

人材面につきましては、国籍等に関係なく、資質、知識、能力に長けた

有能な人材を採用するとともに、選択式研修及びオフサイトミーティング

の実施により、今後の多角化経営を見据えた次世代リーダーの育成活動に

努めてまいりました。 

プロモーション活動としては、｢明光式！自立学習」の信頼性をより一

層理解していただくためのメッセージの発信や、様々なメディアを活用し

た生徒募集活動を行ってまいりました。 

また、新規事業につきましては、小学校における英語教育必修化に対応

するため、株式会社アルクと業務提携契約を締結し、新たに英語教育事業

に進出しております。 

これらの結果、当連結会計年度の売上高は14,484百万円（前期比5.6％

増)、営業利益は3,543百万円（同5.3％増)、経常利益は3,727百万円（同

7.2％増)、当期純利益は1,969百万円（同2.4％増）となりました。 

 

   セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

  （明光義塾直営事業） 

直営事業につきましては、生徒・保護者の満足度を向上させるためのカ

ウンセリングの実施や、生徒が安心して通塾できるための教室環境の整備

及び移転・リニューアルを積極的に実施してまいりました。 

研修面におきましては、外部機関を利用したマネジメント研修、新人教

室長業務・入会カウンセリング研修等の充実に努め、厳しい外部環境に対

応できる組織体制の強化に取り組んでまいりました。 

これらにより、直営教室の平均生徒数は前連結会計年度と比較して大幅

に増加いたしました。 

これらの結果、当連結会計年度の売上高は6,864百万円（前期比4.4％

増)、セグメント利益（営業利益）は1,443百万円（同9.8％増)、教室数は

214教室、在籍生徒数は16,060名となりました。 
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  （明光義塾フランチャイズ事業） 

フランチャイズ事業につきましては、都道府県別に少人数制の研修会を

開始し、教室ごとのきめ細かい指導を実施してまいりました。また、フラ

ンチャイズ教室の成功事例の蓄積及び共有化、スーパーバイザーのスキル

アップ、生徒募集活動等の指導体制強化を実施するとともに、すべての教

室がホスピタリティに満ちた運営を行うことを通じ、顧客満足度の向上を

チェーン全体で目指してまいりました。 

教室開設面につきましては、タウンレイアウトを意識した効率的な開設

促進と地方における開設に努めてまいりました。フランチャイズ教室は、

前連結会計年度末と比較して76教室増加しております。 

これらの結果、当連結会計年度の売上高は6,736百万円（前期比5.2％

増)、セグメント利益（営業利益）は3,313百万円（同1.7％増)、教室数は

1,861教室、在籍生徒数は119,849名となりました。 

 

  （予備校事業） 

連結子会社である株式会社東京医進学院による予備校事業につきまして

は、生徒全員の医系大学合格を目指すため、指導方針及び合格指導体系の

充実や、生徒一人ひとりに適合した指導方法・学習プランの確立を図って

まいりました。 

平成24年度春の新規入学者につきましては、医学部受験市場への新規参

入による競争激化、家計部門における所得環境が悪化していること等が起

因して厳しい結果となりました。今後におきましては、きめ細かいプロモ

ーション活動により当学院の強みを訴求するとともに、通年募集の強化等、

収益性の向上を目指してまいります。 

これらの結果、当連結会計年度の売上高は559百万円（前期比5.9％減)、

セグメント損失（営業損失）は７百万円（前期はセグメント利益７百万円）

となりました。校舎数は５校、在籍生徒数は120名となりました。 
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  （その他） 

明光サッカースクール事業につきましては、スクールを積極的に新設す

べく、継続的に情報収集・調査を推進し、当連結会計年度に当社直営とし

て２スクール新規開校し、フランチャイズスクールにつきましては、元日

本代表・サッカー解説者の金田喜稔氏をオーナーとして、東京都品川区

(ダイエーグルメシティ品川八潮店屋上）に新規開校しております。 

また、明光サッカースクールの強みである指導力を更に強化するため、

FIFA「国際サッカー連盟」公認ライセンスを保有するコーチを中心にスキ

ルアップ研修等を実施するとともに、業務改革によりオペレーションの簡

素化を図り、スクール生募集に注力できる体制を構築いたしました。 

これらの結果、サッカースクール事業における当連結会計年度の売上高

は104百万円、営業損失は0.4百万円、スクール数は７スクール（内フラン

チャイズ１)、在籍スクール生は708名となりました。 

 

早稲田アカデミー個別進学館事業につきましては、運営モデルの整備、

クオリティの高い教育サービスの提供とフランチャイズ展開を可能にする

事業体制を構築し、当連結会計年度にフランチャイズ校として７校新規開

校しております。当社直営校としては２校（埼玉県志木市、さいたま市大

宮区)、株式会社早稲田アカデミーの直営校としては２校（東京都千代田

区、杉並区）及びフランチャイズ校として７校の体制で営業活動を展開い

たしました。 

当連結会計年度の志木校及び大宮校の生徒数は、それぞれ113名及び92

名と好調に推移しております。 

 

明光キッズ事業につきましては、基本オペレーションの確立、まなびプ

ログラムの構築及び生徒募集手法の検討を実施してまいりました。当連結

会計年度の「石神井公園教室（東京都練馬区)」の生徒数は69名となって

おります。 

 

アブラカドゥードル事業につきましては、提供するサービスの更なるレ

ベルアップを図るとともに、生徒募集から入会フォローまでの基本オペレ

ーションの確立を図ってまいりました。また、ショッピングセンターへの

新規開設準備等を積極的に進めてまいりました。当連結会計年度の生徒数

は123名と好調に推移しております。 

また、平成24年４月２日、神奈川県横浜市の横浜市営地下鉄「センター

北」駅「ショッピングタウンあいたい」に、｢未来を生きる力を育てる」
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を基本コンセプトとし、アブラカドゥードルアートスタジオと明光アルク

英語スタジオを融合した「未来キッズクラブ」を新規開設しております。 

更に、新宿伊勢丹の2012年度アイキッズクラブ定期教室として新規開設

しております。 
 
なお、早稲田アカデミー個別進学館事業、明光キッズ事業、未来キッズ

クラブ事業等の損益面につきましては、新規事業として立ち上げ間もない

こと及び金額的重要性が乏しいことから、記載を省略しております。 

 

連結子会社である株式会社ユーデックにつきましては、主軸の進学模擬

試験と学習塾採択教材の販売において大手塾を中心に新規獲得を目指す一

方で、新たな柱として伸張してまいりました学内予備校運営の質的な内部

充実と既存取引先の満足度アップに努めてまいりました。これらの結果、

売上高は堅調に推移しております。なお、同社を連結子会社化したのは当

連結会計年度末近くであったため、当連結会計年度の業績は「持分法によ

る投資利益」として計上しております。 
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＜ご参考＞ 明光義塾教室数、明光義塾在籍生徒数及び明光義塾教室末端売

上高等の推移 
 

回       次 第27期 第28期 

連 結 会 計 年 度 

自平成22年９月１日
至平成23年８月31日

自平成23年９月１日 
至平成24年８月31日 

経営成績他 前期比較 経営成績他 前期比較 

明光義塾期末直営教室数 215 ＋   4 214 △   1 

明 光 義 塾 期 末
フランチャイズ教室数

 1,785 ＋  88 1,861 ＋  76 

明光義塾期末教室数合計 2,000 ＋  92 2,075 ＋  75 

明光義塾期末直営教室在籍生徒数(名) 14,958 ＋  358 16,060 ＋ 1,102 

明光義塾期末フランチャイズ
教 室 在 籍 生 徒 数

(名) 119,613 ＋ 5,410 119,849 ＋   236 

明光義塾期末在籍生徒数合計(名) 134,571 ＋ 5,768 135,909 ＋ 1,338 

明光義塾直営事業売上高(百万円) 6,574 ＋   286 6,864 ＋   289 

明光義塾フランチャイズ
事 業 売 上 高

(百万円)※１ 6,402 ＋   555 6,736 ＋   333 

予 備 校 事 業 売 上 高(百万円) 594 △    39 559 △    34 

そ の 他 の 事 業 売 上 高(百万円) 143 ＋    56 324 ＋   180 

売 上 高 合 計(百万円) 13,715 ＋   859 14,484 ＋   768 

明光義塾直営教室売上高(百万円) 6,574 ＋   286 6,864 ＋   289 

明光義塾フランチャイズ
教 室 末 端 売 上 高

(百万円) 41,332 ＋ 3,219 42,423 ＋ 1,091 

明光義塾教室末端売上高合計(百万円)※２ 47,907 ＋ 3,506 49,287 ＋ 1,380 
 
※１ 明光義塾フランチャイズ事業売上高は、ロイヤルティ収入及び商品売上高等

を記載しております。 
 ２ 明光義塾教室末端売上高合計は、直営教室の入会金、授業料、教材費、テス

ト料等の全売上高と、フランチャイズ教室の入会金、授業料等の売上高を合
計したものであり、フランチャイズ教室の教材費、テスト料等の売上高は含
んでおりません。 
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 (2) 設 備 投 資 の 状 況 

当連結会計年度に実施した設備投資の総額は244,178千円（有形固定資
産、無形固定資産及び投資不動産の受入ベース数値）であります。 

その主なものは、投資不動産の耐震補強工事等111,085千円、情報シス
テム構築に対する開発費80,288千円であります。 

 

 (3) 資 金 調 達 の 状 況 

該当する事項はありません。 
 

 (4) 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況 

該当する事項はありません。 
 

 (5) 他の会社の事業の譲受けの状況 

該当する事項はありません。 
 

 (6) 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継
の状況 
該当する事項はありません。 

 

 (7) 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況 

当社は、平成24年６月29日及び平成24年７月31日に株式会社ユーデック
の株式を合わせて870株、107,188千円で追加取得し、同社を持分法適用関
連会社から連結子会社といたしました。 

また、平成24年６月25日にライフサポート株式会社の株式2,000株を
521,706千円で取得し、同社を持分法適用関連会社といたしました。 

 

 (8) 対 処 す べ き 課 題 

当社グループは、３年ごとに中期経営計画を策定し、グループが進むべ
き方向性を明確にしたうえで、事業活動を遂行しております。 

平成25年８月期は、｢中期経営計画～MEIKO Change & Challenge～」(平
成23年８月期～平成25年８月期）の最終年度となりますが、次なる成長の
礎を固める年と位置付け事業活動に取り組んでまいります。 

経営環境の変化に迅速に対応する施策として、地域戦略の機動性と実行
へのスピード強化、及び教室と教務部門の情報共有の充実と実効性をより
一層確保することを目的として、機動的な組織体制へ見直しいたしました。 

また、明光義塾独自の強みを訴求したプロモーション活動、社内・外部
データを活用した高度なマネジメント体制の構築を図ってまいります。人
事面といたしましては、全社最適で行動できる次世代リーダーを育成する
ため、｢MEIKO-Nextリーダー サクセッションプログラム」をスタートさせ
ていきます。 
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更に、｢明光式！自立学習」の徹底及び各々の生徒に最適な指導方法の
確立、生徒のモチベーションアップ、学力向上、志望校合格、生徒の自立
学習を図り、｢地域で最も信頼される学習塾」の地位を不動のものとする
所存であります。 

当社グループは、引き続き、事業拡大への積極投資と経営の革新化を推
進し、収益機会の多角化、永続的な成長路線の維持に取り組んでまいりま
す。また、当社グループは今後においても、グループ事業のあるべき将来
像を描き、収益機会を創造し、最善の経営意思決定をするように努めてま
いります。 

以下の項目を基本戦略及び新中期経営戦略（最重要課題）として掲げて
おります。 

 
 〔基本戦略〕～新しい成長トレンドの基盤を確立～ 

① 明光義塾事業の新成長路線の確立 
② 新規事業の確立による顧客層の拡大 
③ 新成長路線を支える組織改革と人材育成 

 
 〔新中期経営戦略（最重要課題）の概要〕 

① 組織改編による機能強化 
② エリア戦略の強化 
③ 教務力、マーケティング力の強化 
④ 事業成長を支えるシステムの構築 
⑤ 新規事業の立ち上げ 
⑥ 人材育成の強化 
⑦ ガバナンス体制の強化 
⑧ CSR（社会的責任）の取り組み 

 
株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご支援を賜りますようお

願い申しあげます。 
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 (9) 財産及び損益の状況の推移 

  ① 企業集団の財産及び損益の状況 
 

区     分 
第 26 期 

(平成22年８月期)
第 27 期 

(平成23年８月期)

第 28 期 
(当連結会計年度) 
(平成24年８月期) 

売 上 高(千円) 12,855,779 13,715,507 14,484,193 

経 常 利 益(千円) 3,243,233 3,477,621 3,727,632 

当 期 純 利 益(千円) 1,897,103 1,922,958 1,969,109 

１株当たり当期純利益( 円 ) 60.82 69.55 71.38 

総 資 産(千円) 12,279,668 13,624,665 15,195,063 

純 資 産(千円) 7,350,736 8,745,571 10,149,559 
 
(注) 第26期（平成22年８月期）より連結計算書類を作成しているため、第25期

(平成21年８月期）については、記載しておりません。 

 

  ② 当社の財産及び損益の状況 
 

区     分 
第 25 期

(平成21年８月期)
第 26 期

(平成22年８月期)
第 27 期

(平成23年８月期)

第 28 期 
(当事業年度) 
(平成24年８月期) 

売 上 高(千円) 11,825,514 12,222,295 13,121,432 13,925,059 

経 常 利 益(千円) 3,058,492 3,276,832 3,539,807 3,790,339 

当 期 純 利 益(千円) 1,702,358 1,926,383 2,006,703 1,807,490 

１株当たり当期純利益( 円 ) 50.95 61.76 72.58 65.52 

総 資 産(千円) 12,637,637 11,955,824 13,380,991 14,349,168 

純 資 産(千円) 10,026,199 7,364,931 8,847,697 10,067,938 
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 (10) 重要な親会社及び子会社の状況 

  ① 親会社の状況 

該当する事項はありません。 

 

  ② 子会社の状況 
 

会  社  名 資本金 出資比率 主要な事業内容 

株式会社東京医進学院 77百万円 100.0％ 医系大学受験専門予備校の経営 

株式会社ユーデック 99百万円 63.1％
受験情報誌の発行、 

模擬試験制作、教材販売等 
  
 

 (11) 主 要 な 事 業 内 容  

セグメントの名称 区分に属する主要な事業内容 

明 光 義 塾 直 営 事 業 ・個別指導塾「明光義塾」直営教室における学習指導及

び教材、テスト等商品販売 

明光義塾フランチャイズ事業 ・個別指導塾「明光義塾」フランチャイズ教室における

教室開設指導、経営指導及び教室用備品、教室用機

器、教材、テスト、広告宣伝物等商品販売 

予 備 校 事 業 ・医系大学受験専門予備校の経営 

（株式会社東京医進学院） 

そ の 他 ・子ども対象のサッカースクール「明光サッカースクー

ル」事業 

・高学力層向け個別指導塾「早稲田アカデミー個別進学

館」事業 

・長時間預かり型学習塾「明光キッズ」事業 

・幼児から小学生対象のアートスタジオ「アブラカドゥ

ードル」事業 

・｢明光アルク英語スタジオ」事業 

・｢アブラカドゥードル」と「明光アルク英語スタジ

オ」を融合した「未来キッズクラブ」事業 

・受験情報誌の発行、模擬試験制作、教材販売事業等 

（株式会社ユーデック） 
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 (12) 主 要 な 営 業 所 等  

  ① 当社の本社及び事務局等 

 本 社 東京都新宿区西新宿七丁目20番１号 

 大 阪 事 務 局 大阪府大阪市北区梅田一丁目11番４号 

 名 古 屋 事 務 局 愛知県名古屋市中村区名駅四丁目23番13号 

 北 海 道 事 務 局 北海道札幌市中央区北三条西二丁目１番地13 

 明 光 ビ ル 東京都豊島区西池袋三丁目１番13号 

  ② 明光義塾直営教室 

首 都 圏 地 区 124教室    

そ の 他 の 地 区 90教室  （合計214教室） 

  ③ 明光義塾フランチャイズ教室 

北海道・東北地区 213教室  近 畿 地 区 305教室 

北関東・甲信越地区 241教室  中 ・ 四 国 地 区 137教室 

首 都 圏 地 区 467教室  九 州 地 区 236教室 

東海・北陸地区 262教室  （合計1,861教室） 

  ④ 株式会社東京医進学院 

 本 社 東京都新宿区市谷八幡町11番地１ 

 校 舎   
首 都 圏 地 区 ５校    

  ⑤ 明光サッカースクール 

首 都 圏 地 区７スクール (うちフランチャイズ１スクール) 

  ⑥ 早稲田アカデミー個別進学館 

首 都 圏 地 区 11校 (うちフランチャイズ７校、株式会社

早稲田アカデミー直営２校) 

  ⑦ 株式会社ユーデック 

 本 社 大阪府大阪市淀川区西宮原一丁目４番30号 
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 (13) 使 用 人 の 状 況 

  ① 企業集団の使用人の状況 
 

セ グ メ ン ト の 名 称 使用人数 前連結会計年度末比増減 

明 光 義 塾 直 営 事 業 283名 12名減 

明光義塾フランチャイズ事業 107名 3名増 

予 備 校 事 業 22名 1名増 

そ の 他 58名 37名増 

管 理 部 門 31名 2名増 

合 計 501名 31名増 
 
(注) 使用人数は就業人員であり、契約社員（22名）を含み、アルバイト等の臨

時使用人は含まれておりません。 

 

  ② 当社の使用人の状況 
 

区     分 使 用 人 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数 

男 性 282名 3名増 36.1歳 7.4年 

女 性 167名 3名減 30.3歳 4.1年 

合計又は平均 449名 ― 33.9歳 6.2年 
 
(注) 使用人数は就業人員であり、契約社員（21名）を含み、アルバイト等の臨

時使用人は含まれておりません。 

 

 (14) 主 要 な 借 入 先 
 

借   入   先 借 入 金 残 高 

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,600,000 千円

 

 (15) その他企業集団の現況に関する重要な事項 

該当する事項はありません。 
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2. 会社の株式に関する事項 
 
 (1) 発行可能株式総数 72,405,000株 

 (2) 発行済株式の総数 27,588,373株 

（自己株式200,127株を除く｡)

 (3) 株 主 数 9,920名（前期末比7,524名増) 

 (4) 大   株   主 
 

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率 

 株 ％ 

明 光 株 式 会 社 4,364,000 15.82 

ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー 4,010,100 14.54 

渡 邉 弘 毅 3,094,600 11.22 

奥  井  世 志 子 1,492,800 5.41 

株 式 会 社 学 研 ホ ー ル デ ィ ン グ ス 1,473,573 5.34 

ザ バンク オブ  ニューヨーク－ジャスディック トリーティー アカウント 1,252,700 4.54 

ビービーエイチ フオー フイデリテイ ロー プライ
スド ストツク フアンド（プリンシパル オール 
セ ク タ ー  サ ブ ポ ー ト フ オ リ オ )

944,000 3.42 

モルガンスタンレーアンドカンパニーエルエルシー 637,000 2.31 

メロン バンク エヌエー アズ エージェント フォー イッツ クライアント 
メ ロ ン  エ ー ビ ー エ ヌ  オ ム ニ バ ス  ユ ー ケ ー  ペ ン シ ョ ン

623,000 2.26 

ノーザン トラスト カンパニー（エイブイエフシー)
ア カ ウ ン ト  ノ ン  ト リ ー テ イ ー

360,000 1.30 
 
（注) 持株比率は自己株式を控除して計算しております。 
 
 (5) その他株式に関する重要な事項 

該当する事項はありません。 
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3. 会社の新株予約権等に関する事項 
 
 (1) 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権等

の状況（平成24年８月31日現在） 
 

回 次 第６回新株予約権 

発行日 平成19年12月27日 

新株予約権の数 100個 

新株予約権の目的である株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的である株式の数 10,000株 

新株予約権の払込金額 無償 

新株予約権の行使に際して出資される 
財産の価額 

１株当たり      701円 

新株予約権の行使に際して株式を発行 
する場合の資本組入額 

１株当たり      351円 

新株予約権を行使することができる期間
自平成22年１月１日 
至平成24年12月31日 

新株予約権の行使の条件 

ａ．各新株予約権の一部行使は認めら
れない。 

ｂ．新株予約権の割当てを受けた者
は、権利行使時において、当社もし
くは当社の子会社・関連会社の取締
役もしくは従業員たる地位にあるこ
とを要する。ただし、新株予約権を
行使することができる期間の到来後
に、任期満了による退任又は定年退
職により係る地位を喪失した場合に
は、喪失後２年間に限り権利行使を
認める。 

ｃ．新株予約権者が死亡した場合は、
相続人はこれを行使できないものと
する。 

ｄ．その他の権利行使の条件は、新株
予約権発行の取締役会決議において
定めるところによる。 

当社役員の保有状況 
 取締役 
 (社外取締役を除く｡） 

 
１名 100個 

 

 (2) 当事業年度中に職務執行の対価として当社使用人等に対し交付した新株

予約権等の状況 

   該当する事項はありません。 

 

 (3) その他新株予約権等に関する重要な事項 

   該当する事項はありません。 
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4. 会社役員に関する事項 
 
 (1) 取締役及び監査役の氏名等 
 
地     位 氏     名 担当及び重要な兼職の状況 

代表取締役社長 渡 邉 弘 毅  

代表取締役副社長 奥 井 世志子 全体統轄兼最高財務責任者 

常 務 取 締 役 田 上 節 朗

プロモーション部管掌兼教務部管掌兼 
情報システム部管掌兼業務管理部管掌 
(重要な兼職の状況） 
株式会社東京医進学院取締役 
株式会社ユーデック取締役 

常 務 取 締 役 佐 藤 浩 章 明光義塾事業本部管掌 

常 務 取 締 役 山 下 一 仁
事業開発本部管掌 
(重要な兼職の状況） 
株式会社東京医進学院代表取締役社長 

取 締 役 松 尾 克 久 総務部長兼管理部門管掌 

取 締 役 武 正 芳 和 明光義塾事業本部長 

常 勤 監 査 役 松 下 和 也  

監 査 役 小 口 隆 夫 弁護士（新井・小口法律事務所） 

監 査 役 貴 島  透  
 
(注) 1. 監査役松下和也氏、小口隆夫氏及び貴島透氏は、会社法第２条第16号に

定める社外監査役であります。 
2. 当社は、小口隆夫氏を株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第

436条の２に定める独立役員として同取引所に届け出ております。 
3. 常勤監査役松下和也氏は、金融機関で企業審査に携わった経験、及び三

菱自動車工業株式会社執行役員財務本部長兼財務統括室長としての経験
を持ち、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。 

4. 辞任又は解任した会社役員 
  該当する事項はありません。 
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 (2) 取締役及び監査役の報酬等の額 
 

区     分 支 給 人 員 支 給 等 の 額 

取  締  役 ７名 170,196千円 

監  査  役 
（うち社外監査役） 

３名 
(３名) 

19,020千円 
(19,020千円) 

合     計 10名 189,216千円 
 
 (注) 1. 取締役の支給等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれて

おりません。 
使用人兼務取締役の使用人分の支給等の額（賞与を含む｡）は19,753千
円であります。 

2. 取締役の報酬限度額は以下のとおりであります。 
① 平成18年11月22日開催の第22回定時株主総会において、年額300,000

千円以内（役員賞与を含み、使用人分給与は含まないものとする｡）
として決議いただいております。 

② 平成18年11月22日開催の第22回定時株主総会において、年額20,000千
円以内で、ストック・オプションとして新株予約権を発行することに
つき決議いただいております。 

3. 監査役の報酬限度額は、平成18年11月22日開催の第22回定時株主総会に
おいて、年額25,000千円以内（役員賞与を含む｡）として決議いただい
ております。 
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 (3) 社外役員に関する事項 

① 重要な兼職先である他の法人等と当社との関係 

  該当する事項はありません。 

 

② 主要取引先等特定関係事業者との関係 

 該当する事項はありません。 

 

③ 当事業年度における主な活動状況 
 
区 分 氏 名 主な活動状況 

監査役（常勤） 松 下 和 也

当事業年度開催の取締役会20回の全て
に、また、当事業年度開催の監査役会15
回の全てに出席し、幅広い観点から議案
審議等に必要な発言を行っております。 

監査役（非常勤） 小 口 隆 夫

当事業年度開催の取締役会20回の内19回
に、また、当事業年度開催の監査役会15
回の内14回に出席し、豊富な経験に加
え、弁護士としての専門的見地から議案
審議等に必要な発言を行っております。 

監査役（非常勤） 貴 島   透

当事業年度開催の取締役会20回の全て
に、また、当事業年度開催の監査役会15
回の全てに出席し、幅広い観点から議案
審議等に必要な発言を行っております。 

 

④ 責任限定契約の内容の概要 

当社と社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第

423条第１項の行為による損害賠償責任を限定する契約を締結すること

ができる旨の規定を定款に設けておりますが、責任限定契約は締結して

おりません。 

 

 



〆≠●0 
01_0828901102411.docx 
㈱明光ネットワークジャパン様 招集 2012/10/10 19:48:00印刷 18/23 
 

― 19 ― 

5. 会計監査人の状況 
 
 (1) 会計監査人の名称     新日本有限責任監査法人 
 
 

 (2) 責任限定契約の内容の概要 

   該当する事項はありません。 

 

 (3) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 
 

区       分 支   払   額 

公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額 33,000千円 

公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務に係る 
報酬等の額 

4,500千円 

当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産 
上の利益の合計額 

37,500千円 

 
 (注) 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融

商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質
的にも区分できないことから、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの
合計額を記載しております。 

 

 (4) 非監査業務の内容 

当社は、新日本有限責任監査法人に対して、公認会計士法第２条第１項

の業務以外の業務である株式の売出しに係るコンフォートレターの作成業

務、デューデリジェンス調査対応業務及び国際財務報告基準（IFRS）に関

する助言・指導等について対価を支払っております。 

 

 (5) 子会社の監査に関する事項 

該当する事項はありません。 

 
 (6) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針 

会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める事由に該当する状況に

ある場合は、当社監査役会は当該会計監査人の解任を検討し、解任が妥当

と認められる場合には監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたし

ます。また、当社取締役会は、会計監査人の職務状況や当社の監査体制等

を勘案し、会計監査人の変更が必要と認める場合には監査役会の同意を得

て、会計監査人の不再任に関する議案を株主総会に提出いたします。 
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 (7) 現に受けている業務停止処分に係る事項 

   該当する事項はありません。 

 

 (8) 過去２年間に受けた業務停止処分に係る事項 

   該当する事項はありません。 

 

 (9) 辞任した又は解任された会計監査人に関する事項 

   該当する事項はありません。 
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6. 会社の体制及び方針 
 
 (1) 業務の適正を確保するための体制 

当社が業務の適正を確保するための体制として取締役会において決議し

た事項は次のとおりであります。 

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保

するための体制 

イ. 当社は、取締役及び使用人が当社の社会的責任と公共的使命を認識

し、一人ひとりが高い倫理観を持ち、法令・定款・諸規則に反する

ことなく誠実に業務運営を遂行することを経営上の重要課題と位置

付ける。その周知徹底のため、コンプライアンス委員会を置き、

｢コンプライアンス規程」及び「企業行動憲章」を全役職員に配

布・啓蒙し、企業統治の基盤強化に努めるものとする。 

ロ. 取締役は「取締役行動基準」に基づき、その職務を正しく適法に遂

行する。 

ハ. 企業倫理として「ホスピタリティ」を宣言し、チェーン全体の企業

倫理の向上を推進する。 

ニ. 当社は、経営環境の変化に呼応して生じるリスクに迅速に対応する

ため、リスク管理委員会を置き、事務局はリスク管理部が担当する。

リスク管理委員会は「リスク管理規程」を基準として、業務執行部

門のリスク評価・管理・対策を取りまとめて管理し、リスクへの柔

軟な対応とコンプライアンスの遂行を推進する。 

ホ. 内部通報制度を導入することによって、コンプライアンス経営の強

化を図る。 

ヘ. 内部統制の整備・運用状況をモニタリングするため「内部監査規程」

を定め、内部監査室を置く。内部監査の結果は取締役へ報告され、

内部統制システムの継続的な改善を推進する。 

ト. 当社は、業務執行の結果である財務情報、並びにコンプライアンス

委員会及びリスク管理委員会に集約した重要な企業情報を、適正か

つ適時に開示し企業活動の透明性を確保する。 

チ. 役職員は、一丸となって、不当な要求を行う反社会的勢力に対して

は、その圧力に屈することなく毅然とした態度で臨み、反社会的勢

力に対し、経済的利益を含む一切の利益を供与しないものとする。 
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② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

取締役の職務執行・経営意思決定及び取締役への報告に関する文書は、

法令及び別に定める「文書管理規程｣、｢稟議決裁規程」等規程に則り、

保存及びその他の管理を行う。また、それら文書は、監査役監査及び

会計監査人監査の要請による随時の閲覧が可能な状態で保持すること

とする。 

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

イ. 事故・災害、与信等、損失のリスクに関する事項は、各業務執行部

門において、｢リスク管理規程」に則り、リスクを抽出し発生を未

然に防止するための様々な施策の検討、施策の運用を行う。 

それらのリスクは全社横断的にリスク管理委員会に集約し、潜在的

なリスクに対する施策の運用状況の検証、及び顕在化した場合の事

後対応の適正化を図るため、ガイドラインの制定やマニュアルの作

成を行うものとする。 

ロ. 危機管理、個人情報保護など事業所に係る重要なリスクについては、

リスク管理委員会が集約したリスクの予防・軽減施策を、経営会議

等で協議のうえチェーン全体に提示し、チェーン全体での経営の安

定化に努めるものとする。 

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

イ. 取締役は年度経営計画及び中期経営計画を定め、会社として達成す

べき目標を明確にするとともに、取締役の管掌を定め業務執行の効

率化を推進する。また、経営目標が当初の予定通り進捗しているか

定期的な業績報告を通じて検査・評価し、PDCAサイクルの向上を図

る。 

ロ. 取締役会は、会社の重要な意思決定機関としての役割と、各取締役

に対する業務遂行状況の定例報告、及び業務遂行の監督機関として

の役割を強化するために、毎月１回以上開催する。また、重要な経

営事項については、取締役、常勤監査役及び経営企画部長等で構成

する経営会議で審議、検討及び情報の共有化を図り、経営意思決定

の迅速性を高めるとともに、透明性及び効率性の確保に努める。 

ハ. 取締役は、専任の内部監査室から業務執行に係る改善点の報告を受

け、担当管掌業務の有効性と効率性の適正化を図るものとする。 

⑤ 当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保する

ための体制 

イ. 当社及びその子会社の経営管理については、｢関係会社管理規程」

に則り、業況の定期的報告と重要案件の稟議・協議を行う。 
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ロ. 内部監査室は、子会社の運営状況等を監査し、問題等があると認め

た場合には、取締役会及び監査役会に報告する。 

ハ. 当社のコンプライアンス体制、リスク管理体制は原則として子会社

に適用する。 

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合におけ

る当該使用人に関する事項 

イ. 当社では、監査役監査の事務及び実査補助は、所轄部門又は使用人

を固定せず、適宜担当部門が実施する。 

ロ. 監査役の要請がある場合には、監査役を補助する使用人を置く。当

該使用人に期待される業務の範囲及び就任期間により、専任又は兼

任を決定するものとする。 

⑦ 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項 

監査役を補助すべき使用人を置くこととなった場合、当該使用人の人

事異動、人事評価等に関しては、監査役会の同意を必要とする。 

⑧ 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役へ

の報告に関する体制 

イ. 監査役は、経営方針決定の経過及び業務執行の状況を知るために、

業務執行に関する重要会議（常勤監査役は取締役会・経営会議・部

門長会及び非常勤監査役は取締役会）に出席する。 

ロ. 監査役が会社の実態を正確に把握し、公正妥当な監査意見を形成す

るために、取締役は営業及び業務の状況を監査役に報告する。また、

会社に重大な影響を与える重要事項、及び公表する企業情報は適時

監査役に報告する。 

ハ. 監査役は、内部監査室及びリスク管理部との連絡会を適宜開催し、

内部統制及びリスク管理に関する報告を受けるものとする。 

⑨ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

イ. 監査役は、内部監査室及び監査法人の三者による連絡会を定例的に

開催し、会計監査や業務監査に関する報告及び情報を受け、内部統

制システムの状況を監視し検証するものとする。 

ロ. 常勤監査役は、稟議書他業務執行に関する重要な書類の閲覧、重要

な財産の取得、保有及び管理状況の調査等の常時監査により、業務

執行の状況を適時に把握する。 

ハ. 取締役及び使用人は、監査役監査に対する認識を深め、監査役監査

が効率的に推進できるように努めるものとする。 
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 (2) 株式会社の支配に関する基本方針 

該当する事項はありません。 

 

 (3) 剰余金の配当等の決定に関する方針 

当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重要課題の一つと位置付けて

おり、新たな事業投資及び業容の拡大に備えるための内部留保を行うとと

もに、経営成績の伸長に見合った成果の配分や安定配当を継続的なものと

することを基本方針としております。 

上記の基本方針のもと、年間配当性向は35％程度を目処とし、安定的な

成果の配分を実施してまいります。 

また、剰余金の配当の回数は、中間配当及び期末配当の年２回を原則的

な基本方針としております。 

配当の決定機関は、会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の

決議によって剰余金の配当を行うことができる旨を定款に定めております。

なお、自己株式の取得・消却、剰余金のその他の処分については、当社の

財政状態等を勘案し、適宜、適切な対応を検討してまいります。 

この基本方針に基づき、当事業年度につきましては、資金状況等を踏ま

え、平成24年10月22日開催の取締役会において、次のように剰余金の処分

に関する決議をいたしました。 

① 期末配当に関する事項 

イ. 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額 

  当社普通株式１株につき金13円 総額358,648,849円 

ロ. 剰余金の配当が効力を生じる日 

  平成24年11月26日 

② 剰余金の処分に関する事項 

イ. 増加する剰余金の項目及びその額 

  別途積立金    1,000,000,000円 

ロ. 減少する剰余金の項目及びその額 

  繰越利益剰余金 1,000,000,000円 

この結果、当事業年度の配当につきましては、中間配当金12円を含め、

１株当たり年間配当金を25円（平成23年８月期より３円増配）とさせてい

ただきました。当事業年度の配当性向につきましては38.2％となりました。 

 
 

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 
 (注) 1. 本事業報告中の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨て、比率につ

きましては表示単位未満の端数を四捨五入して、それぞれ表示しており
ます。 

   2. 記載金額には消費税等は含まれておりません。 
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連 結 貸 借 対 照 表 

(平成24年８月31日現在)
(単位：千円） 

 
資  産  の  部 負  債  の  部 

科    目 金   額 科    目 金   額 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

売 掛 金 

有 価 証 券 

商 品 

貯 蔵 品 

前 渡 金 

前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 及 び 構 築 物 

工具、器具及び備品 

土 地 

無 形 固 定 資 産 

の れ ん 

ソ フ ト ウ エ ア 

電 話 加 入 権 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

長 期 貸 付 金 

長 期 前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

敷 金 及 び 保 証 金 

投 資 不 動 産 

長 期 預 金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

7,890,906

5,931,073

967,848

499,916

113,328

18,456

19,421

124,164

225,713

60,473

△   69,490

7,304,157

718,421

412,914

47,520

257,986

313,889

100,809

192,969

20,109

6,271,846

3,808,709

205,236

83,865

303,992

529,170

810,485

464,000

66,686

△      300

流 動 負 債 
買 掛 金

1年内返済予定の長期借入金
未 払 金
未 払 費 用
未 払 法 人 税 等
未 払 消 費 税 等
前 受 金
預 り 金
賞 与 引 当 金
そ の 他

固 定 負 債 
長 期 借 入 金
退 職 給 付 引 当 金
従業員長期未払金
役 員 長 期 未 払 金
繰 延 税 金 負 債
資 産 除 去 債 務
長 期 預 り 保 証 金
そ の 他

2,713,918 
165,448 
207,063 
49,730 

511,830 
906,166 
85,935 

310,416 
151,908 
309,233 
16,185 

2,331,586 
1,695,212 

14,187 
190,500 
161,650 
30,750 

164,111 
68,935 
6,239 

負 債 合 計 5,045,504 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 

自 己 株 式 

その他の包括利益累計額 

その他有価証券評価差額金 

為替換算調整勘定 

新 株 予 約 権 

少数株主持分 

10,228,819 

966,600 

909,591 

8,496,240 

△  143,612 

△  111,685 

△   99,021 

△   12,664 

1,805 

30,618 

純 資 産 合 計 10,149,559 

資 産 合 計 15,195,063 負債及び純資産合計 15,195,063 
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連 結 損 益 計 算 書 

(平成23年９月１日から
平成24年８月31日まで)

（単位：千円） 
 

科       目 金       額 

売 上 高 14,484,193 

売 上 原 価 8,403,862 

売 上 総 利 益 6,080,331 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,537,292 

営 業 利 益 3,543,038 

営 業 外 収 益  

受 取 利 息 54,698  

受 取 配 当 金 23,798  

投資有価証券評価損戻入益 21,480  

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 21,172  

受 取 賃 貸 料 87,055  

そ の 他 30,292 238,497 

営 業 外 費 用  

支 払 利 息 11,354  

賃 貸 費 用 36,967  

そ の 他 5,580 53,903 

経 常 利 益 3,727,632 

特 別 利 益  

投 資 有 価 証 券 売 却 益 14,028  

段 階 取 得 に 係 る 差 益 10,842 24,871 

特 別 損 失  

有 形 固 定 資 産 除 却 損 2,279  

投 資 有 価 証 券 償 還 損 9,519  

減 損 損 失 155,149 166,948 

税金等調整前当期純利益 3,585,555 

法人税、住民税及び事業税 1,579,748  

法 人 税 等 調 整 額 36,697 1,616,446 

少数株主損益調整前当期純利益 1,969,109 

当 期 純 利 益 1,969,109 
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連結株主資本等変動計算書 

(平成23年９月１日から
平成24年８月31日まで) 

（単位：千円） 
  

 
株主資本 

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株 主 資 本 
合       計 

当 期 首 残 高 965,159 908,150 7,189,205 △  143,570 8,918,945 

当 期 変 動 額  

新 株 の 発 行 
（新株予約権の行使） 

1,440 1,440 2,881 

剰 余 金 の 配 当 △  662,073 △  662,073 

当 期 純 利 益 1,969,109 1,969,109 

自 己 株 式 の 取 得 △       41 △       41 

株主資本以外の項目 
の当期変動額（純額） 

 

当 期 変 動 額 合 計 1,440 1,440 1,307,035 △       41 1,309,874 

当 期 末 残 高 966,600 909,591 8,496,240 △  143,612 10,228,819 
 
 

 

その他の包括利益累計額 

新株予約権 少数株主持分 純資産合計 その他有価
証 券 評 価
差 額 金

為替換算
調整勘定

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当 期 首 残 高 △172,521 △  4,178 △176,700 3,326 ― 8,745,571 

当 期 変 動 額  

新 株 の 発 行 
（新株予約権の行使） 

2,881 

剰 余 金 の 配 当 △ 662,073 

当 期 純 利 益 1,969,109 

自 己 株 式 の 取 得 △      41 

株主資本以外の項目 
の当期変動額（純額） 

73,500 △  8,485 65,014 △  1,521 30,618 94,112 

当 期 変 動 額 合 計 73,500 △  8,485 65,014 △  1,521 30,618 1,403,987 

当 期 末 残 高 △ 99,021 △ 12,664 △111,685 1,805 30,618 10,149,559 

 



〆≠●0 
02_0828901102411.docx 
㈱明光ネットワークジャパン様 招集 2012/10/10 19:52:00印刷 4/26 
 

― 28 ― 

連結注記表 
 

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等） 

 1. 連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数及び連結子会社の名称 

 連結子会社の数 ２社 

  連結子会社の名称 株式会社東京医進学院、株式会社ユーデック 

株式会社ユーデックは当連結会計年度中に当社が同社株式を追加取得

したことにより、持分法適用関連会社から連結子会社となりました。な

お、みなし取得日を当連結会計年度末としているため、当連結会計年度

は貸借対照表のみを連結し、業績は「持分法による投資利益」として計

上しております。 

(2) 非連結子会社の名称 

 非連結子会社の名称 株式会社晃洋書房 

  連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社は、小規模会社であり、総資産、売上高、当期純利益 

(持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも

連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。 

 2. 持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法を適用した関連会社の数及び会社等の名称 

持分法を適用した関連会社の数 ３社 

会社等の名称 株式会社創企社、Eduplex Education, Inc.、 

       ライフサポート株式会社 

ライフサポート株式会社は、当連結会計年度中に新たに株式を取得した

ことにより、関連会社に該当することとなったため、持分法適用関連会社

に含めることとなりました。また、株式会社ユーデックは、当連結会計年

度中に当社が同社株式を追加取得したことにより子会社となったため、持

分法の適用範囲から除外しております。 

(2) 持分法を適用しない非連結子会社の名称 株式会社晃洋書房 

持分法を適用しない理由 

持分法を適用していない非連結子会社は、それぞれ当期純利益（持分に

見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体として重要性がないため、持分法の適用範囲から除外してお

ります。 

(3) 持分法の適用の手続について特に記載すべき事項 

株式会社創企社及びライフサポート株式会社は、決算日が９月末日であ

るため、３月末日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しており

ます。 

Eduplex Education, Inc.は、決算日が12月末日であるため、６月末日

現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しております。 
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 3. 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券の評価基準及び評価方法 

    イ．満期保有目的の債券 …… 償却原価法（定額法）によっております。 

    ロ．その他有価証券  

       時価のあるもの ……… 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定）によって

おります。なお、組込デリバティブの時価

を区分して測定することができない複合金

融商品については、全体を時価評価し、評

価差額を損益に計上しております。 

       時価のないもの ……… 移動平均法による原価法によっております。 

② たな卸資産の評価基準及び評価方法 

    イ．商     品 ………… 総平均法による原価法（収益性の低下によ

る簿価切下げの方法）によっております。 

    ロ．貯  蔵  品 ………… 総平均法による原価法（収益性の低下によ

る簿価切下げの方法）によっております。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

   ① 有形固定資産及び投資不動産 … 定率法によっております。ただし、平成10

年４月１日以降に取得した建物（附属設備

を除く｡）については定額法によっておりま

す。 

   ② 無 形 固 定 資 産 ………… 自社利用のソフトウエアについては、社内

における利用可能期間（５年）に基づく定

額法によっております。 

   ③ 長 期 前 払 費 用 ………… 定額法によっております。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

   ① 貸 倒 引 当 金 ………… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見込額を計上

しております。 

   ② 賞 与 引 当 金 ………… 従業員に対して支給する賞与の支出に充て

るため、支給見込額のうち当連結会計年度

の負担額を計上しております。  
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   ③ 退職給付引当金 ………… 連結子会社である株式会社東京医進学院に

ついては、従業員の退職給付に充てるた

め、退職給付会計に関する実務指針（会計

制度委員会報告第13号）に定める簡便法に

基づき、連結子会社の退職金規程による当

連結会計年度末自己都合要支給額から特定

退職金共済制度による給付額を控除した残

高を計上しております。 

(4) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

① 連結子会社の事業年度等に関する事項 … 連結子会社の決算日は、連結決算日と一致

しております。 

② 消費税等の会計処理 ……… 税抜方式によっております。 

③ のれんの償却方法及び償却期間 … のれんは、５年間で均等償却しておりま

す。 

（追加情報） 

当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、

｢会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準｣（企業会計基準第24号 平成21

年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」

(企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

 

（連結貸借対照表に関する注記） 

 1. 有形固定資産の減価償却累計額は、495,168千円であります。 

 2. 投資不動産の減価償却累計額は、155,336千円であります。 

 3. 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は、次のとおりであります。 

 土地 17,500千円

 (根抵当権の極度額) 30,000千円

担保付債務は、次のとおりであります。 

 １年内返済予定の長期借入金 48,370千円

 長期借入金 83,230千円

 計 131,600千円
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（連結損益計算書に関する注記） 

減損損失 

当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。 

用途 種類 場所 金額 

校舎設備

建物及び構築物 株式会社東京医進学院多摩川校 3,597千円 

工具、器具及び備品 （東京都狛江市） 292千円 

建物及び構築物 
株式会社東京医進学院市谷現役館

2,155千円 
（東京都千代田区） 

― のれん 
株式会社東京医進学院 

149,104千円 
（東京都新宿区） 

合計 ― ― 155,149千円 

当社グループは、主として１校舎（教室）をキャッシュ・フローを生み出す
小単位として捉えグルーピングする方法を採用しております。 

連結子会社である株式会社東京医進学院の多摩川校及び市谷現役館については、
平成25年３月にそれぞれ閉鎖及び移転することを当連結会計年度に取締役会決議
したため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として認
識しております。なお、回収可能価額は除却見込となったため、零として評価し
ております。 

のれんについては、株式取得時に検討していた事業計画において、当初計画し
ていた収益が見込めなくなったことから、回収可能価額を保守的に見積り、回収
可能価額を零として減損損失を認識しております。 

 

（連結株主資本等変動計算書に関する注記） 

 1. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 
（単位：株） 

 

 
当連結会計年度期首
株 式 数

当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数

当連結会計年度末 
株 式 数 

発 行 済 株 式  

普通株式（注）1 27,784,500 4,000 ― 27,788,500 

合   計 27,784,500 4,000 ― 27,788,500 

自 己 株 式  

普通株式（注）2 200,065 62 ― 200,127 

合   計 200,065 62 ― 200,127 
 
 (注) 1. 普通株式の発行済株式総数の増加は、ストック・オプションの権利行使

によるものであります。 
2. 普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるも

のであります。 
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 2. 剰余金の配当に関する事項 

  (1) 配当金支払額 
 

決   議 株式の種類 
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日 

平成23年10月21日 
取 締 役 会 

普通株式 331,013 12 平成23年８月31日 平成23年11月21日 

平成24年４月12日 
取 締 役 会 

普通株式 331,060 12 平成24年２月29日 平成24年５月８日 

 

  (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結

会計年度となるもの 
 

決  議 株式の種類 
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日 

平成24年10月22日 
取 締 役 会 

普通株式 358,648 利益剰余金 13 平成24年８月31日平成24年11月26日 

 

 3. 当連結会計年度の末日における新株予約権に関する事項 
 

 
第６回新株予約権
(平成19年12月27日発行)

  

目的となる株式の種類 普 通 株 式   

目 的 と な る 株 式 の 数 21,000株  

 

（金融商品に関する注記） 

 1. 金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、余資については安全性の高い金融資産で運用し、また、

資金調達については、事業計画に照らし、必要に応じて銀行借入による方針

であります。 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

売掛金は事業活動から生じた営業債権であり、顧客の信用リスクに晒され

ております。 

有価証券及び投資有価証券は、主に満期保有目的の債券及び取引先企業と

の業務又は資本提携等に関連する株式であり、信用リスク及び市場価格の変

動リスク等に晒されております。 

また、長期貸付金は関係会社に対するものであります。 

敷金及び保証金は、不動産賃貸借契約に基づき、支出した敷金及び保証金

であります。これは、退去時に返還されるものであり、家主の信用リスクに



〆≠●0 
02_0828901102411.docx 
㈱明光ネットワークジャパン様 招集 2012/10/10 19:52:00印刷 9/26 
 

― 33 ― 

晒されております。 

営業債務である買掛金及び未払法人税等は、１年以内の支払期日でありま

す。 

 長期借入金の一部は変動金利の借入金であり、金利の変動リスクに晒され

ております。 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

売掛金に関する信用リスクについては、生徒・取引先ごとの期日管理及

び残高管理を行うことで回収懸念の早期把握や軽減に努めております。 

長期貸付金に関する信用リスクについては、貸付先の状況を定期的にモ

ニタリングし、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図

っております。 

敷金及び保証金に関する信用リスクは、家主ごとの支出額は少額であり

ますので、そのリスクは僅少であると認識しております。 

満期保有目的の債券は、格付の高い債券のみを対象としているため、信

用リスクは僅少であります。 

② 市場リスクの管理 

有価証券及び投資有価証券の市場価格の変動リスクは、定期的に把握さ

れた時価が取締役会に報告されております。 

変動金利の借入金の金利変動リスクについては、随時市場金利の動向を

監視しております。 

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリ

スク）の管理 

当社グループは、資金計画を作成すること等の方法により管理を行って

おります。 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合

には合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定において

は変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、

当該価額が変動することもあります。 
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 2. 金融商品の時価等に関する事項 

平成24年８月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に

ついては、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と

認められるものは、次表には含まれておりません（(注２）を参照ください｡)。 
(単位：千円) 

 連結貸借対照表計上額 時価 差額 

(1)現金及び預金 5,931,073 5,931,073 ― 

(2)売掛金 967,848  

   貸倒引当金（注）1 △  69,490  

 898,357 898,357 ― 

(3)有価証券及び投資有価証券  

   ①満期保有目的の債券 1,799,097 1,805,147 6,049 

   ②その他有価証券 1,253,845 1,253,845 ― 

(4)敷金及び保証金 529,170 448,742 △ 80,427 

資産計 10,411,544 10,337,165 △ 74,378 

(1)買掛金 165,448 165,448 ― 

(2)未払法人税等 906,166 906,166 ― 

(3)長期借入金（注）2 1,902,275 1,901,466 △   808 

負債計 2,973,890 2,973,081 △   808 
 
 (注)1. 売掛金に計上している貸倒引当金を控除しております。 
   2. 長期借入金には、１年以内に返済期日の到来するものを含んでおります｡ 

 

（注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

 資 産 

(1) 現金及び預金並びに(2) 売掛金 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっております。 
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(3) 有価証券及び投資有価証券 

 これらの時価については、株式は取引所の価格によっており、債券等は取

引金融機関から提示された価格によっております。 

 また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項は以下のとおりであります。 

① 満期保有目的の債券における種類ごとの連結貸借対照表計上額、時価及

びこれらの差額は、次のとおりであります。なお、当連結会計年度中に

売却した満期保有目的の債券はありません。 
(単位：千円) 

 連結貸借対照表計上額 時価 差額 

時価が連結貸借対照表計上額
を超えるもの 

999,467 1,012,901 13,433 

時価が連結貸借対照表計上額
を超えないもの 

799,630 792,246 △  7,383 

合  計 1,799,097 1,805,147 6,049 
 

② その他有価証券の当連結会計年度中の売却額は30,937千円であり、売却

益の合計額は14,028千円であります。また、その他有価証券において、

種類ごとの取得原価又は償却原価、連結貸借対照表計上額及びこれらの

差額については、次のとおりであります。 
(単位：千円) 

 種類 
連結貸借対照表

計上額 
取得原価又は
償却原価 

差  額 

連結貸借対照表
計上額が取得原
価又は償却原価
を超えるもの 

(1) 株式 868 244 624 

(2) 債券 ― ― ― 

(3) その他 ― ― ― 

小計 868 244 624 

連結貸借対照表
計上額が取得原
価又は償却原価
を超えないもの 

(1) 株式 850,882 980,727 △ 129,844 

(2) 債券 120,810 300,000 △ 179,190 

(3) その他 281,283 305,274 △  23,990 

小計 1,252,976 1,586,001 △ 333,025 

合  計 1,253,845 1,586,246 △ 332,401 
 
(4) 敷金及び保証金 

 一定の期間ごとに区分し、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等

の指標で割り引いた現在価値により算定しております。 
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 負 債 

(1) 買掛金並びに(2) 未払法人税等 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっております。 

(3) 長期借入金 

 固定金利の借入金については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った

場合に想定される利率で割り引いて算定しております。 

 

（注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

(単位：千円)

区分 連結貸借対照表計上額

関係会社株式 855,632

匿名組合出資金 400,050

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と

認められるため､「(3)有価証券及び投資有価証券」には含めておりませ

ん。   
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（注３) 金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額 
(単位：千円) 

 １年以内
１年超 
５年以内

５年超 
10年以内

10年超 

現金及び預金 5,929,954 ― ― ― 

売掛金 967,848 ― ― ― 

有価証券及び投資有価証券  

 満期保有目的の債券  

  社債 400,000 300,000 600,000 100,000 

  その他 ― 100,000 200,000 100,000 

その他有価証券のうち満
期があるもの 

 

  匿名組合出資 100,000 300,000 ― ― 

  投資信託受益証券 ― 100,000 ― ― 

合 計 7,397,803 800,000 800,000 200,000 

 

（注４) 長期借入金の連結決算日後の返済予定額 
(単位：千円) 

 １年以内 
１年超 
２年以内

２年超 
３年以内

３年超 
４年以内

４年超 
５年以内

５年超 

長期借入金 207,063 1,622,470 11,362 10,488 10,488 40,404 

合 計 207,063 1,622,470 11,362 10,488 10,488 40,404 
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（賃貸等不動産に関する注記） 

 当社では、東京都において賃貸のオフィスビル（土地を含む｡）を所有してお

ります。また、子会社の本社ビルの一部については賃貸の用に供しているため、

賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産としております。 

 また、当該賃貸等不動産及び賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産

に関する連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は以下のとおりであります。 
(単位：千円) 

 
当連結会計年度 

(自 平成23年９月１日 
至 平成24年８月31日) 

賃貸等不動産 

連結貸借対照表 
計上額 

期首残高 717,100 

期中増減額 93,385 

期末残高 810,485 

期末時価 778,000 

賃貸等不動産として
使用される部分を含
む不動産 

連結貸借対照表 
計上額 

期首残高 423,306 

期中増減額 △  4,347 

期末残高 418,959 

期末時価 224,000 

（注) 1. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額
であります。なお、連結貸借対照表計上額は、連結貸借対照表の投資不
動産、建物及び構築物、並びに土地の一部であります。 

2. 主な期中増減額は、資本的支出による増加、減価償却費の計上による減
少であります。 

3. 期末時価は､「不動産鑑定評価基準」に基づいて算定した金額でありま
す。 
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 また、賃貸等不動産及び賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に関

する損益は、以下のとおりであります。 
(単位：千円) 

 
当連結会計年度 

(自 平成23年９月１日 
至 平成24年８月31日) 

賃貸等不動産 

賃貸収益 80,227 

賃貸費用 33,070 

差額 47,157 

賃貸等不動産として使用 
される部分を含む不動産 

賃貸収益 6,827 

賃貸費用 3,896 

差額 2,930 

（注)  賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産には、生徒に対する授業
及び経営管理として子会社が使用している部分も含むため、当該部分の収
益及び費用は、計上されておりません。 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

1. １株当たり純資産額 366円72銭

2. １株当たり当期純利益 71円38銭

 

（重要な後発事象に関する注記） 

 該当する事項はありません。 
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貸 借 対 照 表 

(平成24年８月31日現在)
(単位：千円） 

 
資  産  の  部 負  債  の  部 

科     目 金   額 科     目 金   額 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

売 掛 金 

有 価 証 券 

商 品 

貯 蔵 品 

前 渡 金 

前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

短 期 貸 付 金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

工具、器具及び備品 

土 地 

無 形 固 定 資 産 

ソ フ ト ウ エ ア 

電 話 加 入 権 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

関係会社長期貸付金 

長 期 前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

敷 金 及 び 保 証 金 

投 資 不 動 産 

長 期 預 金 

そ の 他 

7,520,830

5,664,642

853,446

499,916

88,758

17,994

19,421

110,215

222,910

91,254

21,139

△  68,870

6,828,338

239,060

184,727

35,846

18,486

205,480

186,700

18,780

6,383,798

2,950,652

861,644

422,236

80,851

303,472

451,978

810,485

464,000

38,476

流 動 負 債 
買 掛 金
未 払 金
未 払 費 用
未 払 法 人 税 等
未 払 消 費 税 等
前 受 金
預 り 金
賞 与 引 当 金
そ の 他

固 定 負 債 
長 期 借 入 金
従業員長期未払金
役 員 長 期 未 払 金
資 産 除 去 債 務
長 期 預 り 保 証 金

2,149,502 
106,579 
37,844 

453,425 
904,946 
81,149 

111,157 
143,210 
297,336 
13,851 

2,131,727 
1,600,000 
190,500 
161,650 
128,064 
51,512 

負 債 合 計 4,281,229 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金

その他利益剰余金

別 途 積 立 金

繰越利益剰余金

自 己 株 式 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 

新 株 予 約 権 

10,164,099 

966,600 

909,591 

909,591 

8,431,520 

54,482 

8,377,038 

6,147,000 

2,230,038 

△ 143,612 

△  97,966 

△  97,966 

1,805 

純 資 産 合 計 10,067,938 

資 産 合 計 14,349,168 負債及び純資産合計 14,349,168 
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損 益 計 算 書 

(平成23年９月１日から
平成24年８月31日まで)

（単位：千円） 
 

科       目 金       額 

売 上 高 13,925,059 

売 上 原 価 7,935,888 

売 上 総 利 益 5,989,170 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,366,416 

営 業 利 益 3,622,754 

営 業 外 収 益  

受 取 利 息 20,096  

有 価 証 券 利 息 41,794  

受 取 配 当 金 23,758  

投資有価証券評価損戻入益 21,480  

受 取 賃 貸 料 80,227  

そ の 他 29,361 216,718 

営 業 外 費 用  

支 払 利 息 11,361  

賃 貸 費 用 33,070  

そ の 他 4,700 49,133 

経 常 利 益 3,790,339 

特 別 利 益  

投 資 有 価 証 券 売 却 益 14,028 14,028 

特 別 損 失  

有 形 固 定 資 産 除 却 損 2,215  

投 資 有 価 証 券 償 還 損 9,519  

関 係 会 社 株 式 評 価 損 363,131 374,866 

税 引 前 当 期 純 利 益 3,429,502 

法人税、住民税及び事業税 1,578,688  

法 人 税 等 調 整 額 43,323 1,622,011 

当 期 純 利 益 1,807,490 
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株主資本等変動計算書 

(平成23年９月１日から
平成24年８月31日まで)

（単位：千円） 
 

 

株   主   資   本 

資本金 

資 本
剰余金

利 益 剰 余 金 

自己株式 
株主資本 
合  計 資 本

準備金
利 益
準備金

その他利益剰余金 利 益
剰余金
合 計

別 途
積立金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 965,159 908,150 54,482 5,447,000 1,784,621 7,286,103 △ 143,570 9,015,843 

当 期 変 動 額    

新 株 の 発 行 
（新株予約権の行使） 

1,440 1,440  2,881 

別途積立金の積立  700,000 △ 700,000 ―  ― 

剰 余 金 の 配 当  △ 662,073 △ 662,073  △ 662,073 

当 期 純 利 益  1,807,490 1,807,490  1,807,490 

自己株式の取得  △   41 △    41 

株主資本以外の項目 
の当期変動額（純額） 

   

当 期 変 動 額 合 計 1,440 1,440 ― 700,000 445,416 1,145,416 △   41 1,148,256 

当 期 末 残 高 966,600 909,591 54,482 6,147,000 2,230,038 8,431,520 △ 143,612 10,164,099 

 
 

 
評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

当 期 首 残 高 △ 171,472 3,326 8,847,697

当 期 変 動 額 

新 株 の 発 行 
（新株予約権の行使） 

2,881

別途積立金の積立 ―

剰 余 金 の 配 当 △ 662,073

当 期 純 利 益 1,807,490

自己株式の取得 △   41

株主資本以外の項目 
の当期変動額（純額） 

73,506 △  1,521 71,984

当 期 変 動 額 合 計 73,506 △  1,521 1,220,241

当 期 末 残 高 △  97,966 1,805 10,067,938
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個別注記表 
 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

 1. 資産の評価基準及び評価方法 

  (1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

   ① 満期保有目的の債券 ……… 償却原価法（定額法）によっております。 

   ② 子会社株式及び関連会社株式 … 移動平均法による原価法によっておりま

す。 

   ③ その他有価証券 

     時 価 の あ る も の ……… 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定）によって

おります。なお、組込デリバティブの時価

を区分して測定することができない複合金

融商品については、全体を時価評価し、評

価差額を損益に計上しております。 

     時 価 の な い も の ……… 移動平均法による原価法によっておりま

す。 

  (2) たな卸資産の評価基準及び評価方法 

   ① 商      品 ………… 総平均法による原価法（収益性の低下によ

る簿価切下げの方法）によっております。 

   ② 貯   蔵   品 ………… 総平均法による原価法（収益性の低下によ

る簿価切下げの方法）によっております。 

 2. 固定資産の減価償却の方法 

  (1) 有形固定資産及び投資不動産 … 定率法によっております。ただし、平成10年

４月１日以降に取得した建物（附属設備を除

く｡）については定額法によっております。 

  (2) 無 形 固 定 資 産 ………… 自社利用のソフトウエアについては、社内

における利用可能期間（５年）に基づく定

額法によっております。 

  (3) 長 期 前 払 費 用 ………… 定額法によっております。 

 3. 引当金の計上基準 

  (1) 貸 倒 引 当 金 ………… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見込額を計上

しております。  
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  (2) 賞 与 引 当 金 ………… 従業員に対して支給する賞与の支出に充て

るため、支給見込額のうち当事業年度の負

担額を計上しております。 

 4. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

    消費税等の会計処理 ………… 税抜方式によっております。 

 

（追加情報） 

 当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より､「会

計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準｣（企業会計基準第24号 平成21年12

月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針｣（企業

会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

 

（貸借対照表に関する注記） 

 1. 有形固定資産の減価償却累計額は、381,277千円であります。 

 2. 投資不動産の減価償却累計額は、155,336千円であります。 

 3. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く｡） 

短期金銭債権 

 売掛金 371千円

 短期貸付金 91,047千円

短期金銭債務 

 買掛金 4,468千円

 

（損益計算書に関する注記） 

 関係会社との取引高 

営業取引以外の取引高 

受取利息 13,046千円

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

  当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 

普通株式 200,127株
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（税効果会計に関する注記） 

 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

賞与引当金 112,987千円

未払事業税 64,790千円

未払事業所税 2,964千円

貸倒引当金 23,216千円

投資有価証券評価損 84,184千円

関係会社株式評価損 129,274千円

従業員長期未払金 67,818千円

役員長期未払金 57,547千円

その他有価証券評価差額金 54,155千円

資産除去債務 45,590千円

その他 42,442千円

計 684,971千円

評価性引当額 △140,032千円

繰延税金資産合計 544,938千円

 繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

資産除去債務に対応する資産 18,555千円

繰延税金負債合計 18,555千円

 

（リースにより使用する固定資産に関する注記） 

 該当する事項はありません。 
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（関連当事者との取引に関する注記） 

 子会社及び関連会社 
（単位：千円） 

 

種類 会社等の名称 
議決権等の
所有(被所有)

割合 

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

子会社 
株式会社 
東京医進学院 

所有 
直接100.0％

経営指導
資金の援助
役員の兼任

資金の貸付
（※１） 

30,000 ― ― 

資金の回収
（※１） 

30,000 ― ― 

資金の貸付
（※２） 

―
短期貸付金 
関係会社長期貸付金

60,000 
267,000 

資金の回収
（※２） 

60,000 ― ― 

利息の受取
(※１、２)

7,236
流動負債の 
その他 

447 

校舎賃貸借契
約の連帯保証
（※３） 

― ― ― 

関連会社 
Eduplex 
Education, 
Inc. 

所有 
直接35.8％

サブフラン
チャイジー
資金の貸付

ロイヤルテ
ィの受取 
（※４） 

4,508 売掛金 371 

資金の貸付
（※５） 

―
短期貸付金 
関係会社長期貸付金

31,047 
155,236 

資金の回収
（※５） 

20,698 ― ― 

利息の受取
（※５） 

5,809
流動負債の 
その他 

428 

 
 (注) 1. 記載金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高に

は消費税等が含まれております。 
2. 取引条件及び取引条件の決定方針等 

※1. 株式会社東京医進学院に対する資金の貸付については、市場金利を
勘案して決定しており、平成24年２月20日に貸付を実行し、平成24
年３月30日に一括返済されております。なお、担保は受け入れてお
りません。 

※2. 株式会社東京医進学院に対する資金の貸付については、市場金利を
勘案して決定しており、貸付期間は平成21年９月から平成26年９月
までとし、返済方法は平成22年４月から平成26年８月まで5,000千
円を月賦返済、平成26年９月に207,000千円を一括返済としており
ます。担保は受け入れておりません。なお、資金の貸付は平成21年
９月30日に実行したものであります。 

※3. 当社は、株式会社東京医進学院の横浜校に係る賃貸借契約の連帯保
証人となっております。なお、連帯保証について保証料の受取等は
行っておりません。 

※4. Eduplex Education, Inc.が個別指導教室を運営する加盟者から徴
収したロイヤルティの10％、並びに同社の直営教室のうち個別指導
に係る売上高の１％であります。 

※5. Eduplex Education, Inc.に対する資金の貸付については、市場金
利を勘案して決定しており、貸付期間は平成23年１月から平成27年
12月までとし、返済方法は平成23年12月から平成27年12月までの年
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賦返済としております。なお、償還義務を担保するために株式質権
の設定契約書を交わしております。なお、資金の貸付は平成23年１
月に実行したものであります。 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

1. １株当たり純資産額 364円87銭

2. １株当たり当期純利益 65円52銭

 

（重要な後発事象に関する注記） 

該当する事項はありません。 
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本 
  

独立監査人の監査報告書 
 

平成24年10月11日 
 
株式会社明光ネットワークジャパン 
 取締役会 御中 
 

新日本有限責任監査法人 
 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 松 浦 康 雄 ㊞

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 山 崎 一 彦 ㊞

 
 当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社明光ネットワー
クジャパンの平成23年９月１日から平成24年８月31日までの連結会計年度の連結計
算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書
及び連結注記表について監査を行った。 
 
連結計算書類に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤
謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者
が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連
結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一
般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当
監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を
得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 
 監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するため
の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による
連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監
査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監
査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するた
めに、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監
査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ
た見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれ
る。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断
している。 
 
監査意見 
 当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準に準拠して、株式会社明光ネットワークジャパン及び連結子会
社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべて
の重要な点において適正に表示しているものと認める。 
 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載
すべき利害関係はない。 

以 上 
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計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本 
  

独立監査人の監査報告書 
 

平成24年10月11日 
 
株式会社明光ネットワークジャパン 
 取締役会 御中 
 

新日本有限責任監査法人 
 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 松 浦 康 雄 ㊞

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 山 崎 一 彦 ㊞

 
 当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社明光ネッ
トワークジャパンの平成23年９月１日から平成24年８月31日までの第28期事業年度
の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別
注記表並びにその附属明細書について監査を行った。 
 
計算書類等に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これに
は、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成
し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること
が含まれる。 
 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計
算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我
が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監
査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないか
どうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査
を実施することを求めている。 
 監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠
を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正
又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基
づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明す
るためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じ
た適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な
表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針
及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての
計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断
している。 
 
監査意見 
 当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公
正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書
に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示している
ものと認める。 
 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載
すべき利害関係はない。 

以 上 
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監査役会の監査報告書 謄本 
  

監 査 報 告 書 
 

 当監査役会は、平成23年９月１日から平成24年８月31日までの第28期事業年度の取締役の
職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の
一致した意見として本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。 
 
1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 

監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果
について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報
告を受け、必要に応じて説明を求めました。 
各監査役は、監査役会が定めた監査役監査基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に

従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の
環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等
からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類
等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。 
また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを

確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社
法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及
び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用
人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求
め、意見を表明いたしました。 
なお、財務報告に係る内部統制については、取締役等及び新日本有限責任監査法人から当

該内部統制の評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。子
会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応
じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報
告及びその附属明細書について検討いたしました。 
さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視

及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に
応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確
保するための体制」(会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理
基準」(平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必
要に応じて説明を求めました。 
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資

本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしま
した。 

2. 監査の結果 
(1) 事業報告等の監査結果 
一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して

いるものと認めます。 
二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事

実は認められません。 
三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当

該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行について
も、財務報告に係る内部統制を含め、指摘すべき事項は認められません。 

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果 
会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

(3) 連結計算書類の監査結果 
会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

 
平成24年10月16日 

株式会社明光ネットワークジャパン 監査役会 
常勤監査役(社外監査役) 松 下 和 也 ㊞
監 査 役(社外監査役) 小 口 隆 夫 ㊞
監 査 役(社外監査役) 貴 島   透 ㊞

 
以 上 
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株主総会参考書類 

 

議案及び参考事項 

第１号議案 定款一部変更の件 

１．提案の理由 

 当社が運営するサッカースクール事業のスクール生へのサービス拡充の観

点から、合宿によるレッスンを行うため、現行定款第２条（目的）につきま

して、事業目的を追加するものであります。 

２．変更の内容 

 変更の内容は、次のとおりであります。 

（下線は変更部分を示します｡) 

現 行 定 款 変  更  案 

(目 的) (目 的) 

第２条 当会社は、次の事業を営むこ

とを目的とする。 

第２条      (現行どおり) 

 

１． １． 

～ (条文省略) ～ (現行どおり) 

14． 14． 

(新  設) 15. 旅行業法に基づく旅行業 

15.     (条文省略) 16.     (現行どおり) 
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第２号議案 取締役７名選任の件 

 取締役全員（７名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、

取締役７名の選任をお願いいたしたいと存じます。 

 取締役候補者は、次のとおりであります。 
 
候補者 
番 号 

氏    名 
(生年月日) 

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所 有 す る 
当社の株式の数 

１ 

わた  なべ  ひろ  たけ 

渡 邉 弘 毅 

(昭和17年９月19日生) 

昭和59年９月 当社設立 当社取締役 

昭和60年５月 当社代表取締役社長（現

任） 

3,094,600株 

２ 

おく   い   よ し こ 

奥  井 世志子 

(昭和29年８月24日生) 

昭和59年９月 当社設立 当社常務取締

役 

平成８年11月 当社専務取締役 

平成16年９月 当社明光義塾本部長 

平成18年４月 当社管理本部長兼明光義

塾本部総括 

平成19年３月 当社全体統轄兼管理部門

管掌 

平成20年11月 当社取締役副社長 

       当社全体統轄兼最高財務

責任者（現任） 

平成21年11月 当社代表取締役副社長

(現任） 

1,492,800株 
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候補者 
番 号 

氏    名 
(生年月日) 

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所 有 す る 
当社の株式の数 

３ 

 た   がみ  せつ  ろう 

田 上 節 朗 

(昭和30年８月６日生) 

昭和55年４月 株式会社東京放送入社 

平成14年１月 有限会社メディアアンサ

ンブル取締役 

平成17年５月 当社入社 

平成17年６月 当社明光義塾本部プロモ

ーション部長 

平成17年11月 当社取締役 

平成18年３月 当社明光義塾本部プロモ

ーション部（現プロモー

ション部）管掌（現任）

平成19年７月 当社情報システム部管掌

(現任） 

平成20年11月 当社常務取締役（現任）

当社業務管理部管掌 

平成22年９月 当社教務部管掌 

平成24年９月 当社未来キッズクラブ事

業部管掌（現任） 

(重要な兼職の状況） 

株式会社ユーデック取締役 

3,500株 

４ 

 さ   とう  ひろ  あき 

佐 藤 浩 章 

(昭和35年８月31日生) 

昭和58年３月 株式会社セブン-イレブ

ン・ジャパン入社 

平成14年３月 カタリナマーケティング

ジャパン株式会社メーカ

ーセールスグループ部長

平成17年５月 当社入社 

平成17年６月 当社明光義塾本部ＦＣ営

業部長 

平成17年11月 当社取締役 

平成18年３月 当社明光義塾本部ＦＣ営

業部管掌 

平成20年11月 当社常務取締役（現任）

平成22年９月 当社明光義塾事業本部管

掌（現任） 

平成24年９月 当社ＦＣ開発部管掌（現

任） 

5,200株 
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候補者 
番 号 

氏    名 
(生年月日) 

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所 有 す る 
当社の株式の数 

５ 

やま  した  かず  ひと 

山 下 一 仁 

(昭和34年12月７日生) 

昭和57年４月 株式会社ダイエー入社 

平成６年11月 同社店長・支配人 

平成14年４月 カタリナマーケティング

ジャパン株式会社 

       リテールグループシニア

ディレクター 

平成19年３月 当社入社直営事業部統轄

事業部長 

平成19年11月 当社取締役 

       当社直営事業部管掌兼教

務部管掌 

平成20年11月 当社常務取締役（現任）

平成22年９月 当社事業開発本部管掌 

平成24年９月 当社個別進学館事業本部

長（現任） 

       当社サッカースクール事

業部管掌（現任） 

       当社明光キッズ事業部管

掌(現任) 

       当社事業開発部管掌（現

任） 

(重要な兼職の状況） 

株式会社東京医進学院代表取締役社長 

6,300株 

６ 

まつ   お   かつ  ひさ 

松 尾 克 久 

(昭和36年９月16日生) 

平成元年５月 当社入社 

平成17年１月 当社明光義塾本部FC営業

部副部長 

平成18年３月 当社ＦＣ事業部長 

平成20年11月 当社取締役（現任） 

平成21年11月 当社総務部長兼リスク管

理部管掌 

平成22年９月 当社総務部長兼管理部門

管掌（現任） 

平成24年９月 当社業務管理部管掌（現

任） 

5,100株 
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候補者 
番 号 

氏    名 
(生年月日) 

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所 有 す る 
当社の株式の数 

７ 

たけ  まさ  よし  かず 

武 正 芳 和 

(昭和38年８月29日生) 

平成７年５月 当社入社 

平成14年９月 当社直営第４事業部副部

長 

平成16年９月 当社明光義塾本部直営営

業部長 

平成20年11月 当社取締役（現任） 

平成22年９月 当社明光義塾事業本部長

(現任） 

10,000株 

 
 (注) 各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。 
 

以 上 
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株主総会会場ご案内図

 
会 場：東京都新宿区西新宿二丁目７番２号 

    ハイアットリージェンシー東京 地下１階 ｢センチュリールーム｣ 

    電話 (03）3348-1234（代表） 
 

 

 
交通のご案内 
 
新宿駅（西口）より徒歩約９分、東京メトロ丸ノ内線西新宿駅より徒歩約

４分、都営大江戸線都庁前駅に直結 

 


